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夏頃 エネルギー・環境会議
○「革新的エネルギー・環境戦略」の決定
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政府内における検討体制：これまでの経緯と今後の進め方

【これまでの経緯】

6月 7日（火） 新成長戦略実現会議の分科会として
エネルギー・環境会議を設置

7月29日（金） エネルギー・環境会議

6月 7日（火） 新成長戦略実現会議の分科会として
エネルギー・環境会議を設置

7月29日（金） エネルギー・環境会議

コスト等
検証委員会

⇒12月19日
報告書

総合資源
エネルギー
調査会

⇒12月20日
論点整理

原子力
委員会

⇒審議中

中央環境
審議会

⇒12月9日
基本方針

10月 3日（月） エネルギー・環境会議（第3回）
○ コスト等検証委員会を発足

12月21日（水）エネルギー・環境会議（第5回）
○来春の選択肢提示に向けた基本方針

12月22日（木）国家戦略会議（第5回）
○「日本再生の基本戦略」に反映

エネルギー・
環境会議

・グリーン成
長戦略の検
討

総合資源
エネルギー
調査会

・エネルギー
ミックスの選択
肢の原案策定

原子力
委員会

・原子力政策
の選択肢の
原案策定

中央環境
審議会

地球温暖化
対策の選択
肢の原案策
定

春頃 エネルギー・環境会議
○エネルギー・環境戦略に関する戦略の選択肢の提示
⇒国民的議論を進める

エネルギー・
環境会議

・グリーン成
長戦略（案）

総合資源
エネルギー
調査会

・新・エネル
ギー基本計
画（案）

原子力
委員会

・新・原子力
政策大綱
（案）

中央環境
審議会

・新・地球温
暖化対策
（案）

【今後の進め方】

現在検討中
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第16回総合資源エネルギー調査会基本問題委員会資料（3月19日）
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第16回総合資源エネルギー調査会基本問題委員会資料（3月19日）
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第17回総合資源エネルギー調査会基本問題委員会資料（3月27日）
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第17回総合資源エネルギー調査会基本問題委員会資料（3月27日）
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第17回総合資源エネルギー調査会基本問題委員会資料（3月27日）
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第17回総合資源エネルギー調査会基本問題委員会資料（3月27日）
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第17回総合資源エネルギー調査会基本問題委員会資料（3月27日）
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第17回総合資源エネルギー調査会基本問題委員会資料（3月27日）
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C

B

A

原子力発電 再生可能エネルギー 火力発電 コジェネ・自家発

(%)

Aの基本的考え方・視点 社会的に最適なエネルギーミックスは、社会的コストを負担させられた最終需要家が選ぶもの。
数字の議論の前にエネルギーセキュリティ等の考え方を議論して、「市場の失敗」等に対応する政策を考えるべき

エネルギーミックスの選択肢について
（総合資源エネルギー調査会基本問題委員会における選択肢の整理案一覧）

（注）
１．前項資料に記載された各電源のシェアに基づき、内閣府作成。
２．数値は、全体に占めるシェアの目安を表す。
３．A～Fの選択肢の具体的内容については前項資料参照。 10
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我が国の温室効果ガス排出量とＣＯ２削減目標

排出量
（億トンＣＯ２換算）

12.61

森
林
吸
収
源
対
策
で
3.
8
％
、
京
都

メ
カ
ニ
ズ
ム
で
1.

6
％
の
確
保
を
目
標

（速報値）

12.81

9.46
（▲25%） 8.83

（▲30%）

2.52
（▲80%）

京都議定書約束
・08~12年平均で90年
比6%削減

温暖化対策基本法案
（2010年3月閣議決

定）
・20年に90年比25%減
・50年に90年比80%減

エネルギー
基本計画
（2010年6月
閣議決定）

（注）括弧内の数字は1990年比のＣＯ２排出量の伸び率。実数は伸び率より機械的に内閣府が計算。 11



第5回エネルギー・環境会議資料（平成23年12月21日）
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（参考１）グリーン成長の源泉（OECD(2011)”グリーン成長に向けて“より抜粋）

グリーン成長は、以下を通じて、経済および環境課題に対処するとともに成長の新たな源泉を開拓す
ることができる。

 生産性：資源及び自然資産利用の効率性を高めるためのインセンティブ。資源生産性の向上、廃
棄物及びエネルギー消費の削減、資源の有効活用など。

 イノベーション：環境課題解決のための新たな方法を可能とする政策及び枠組みによるイノベー
ション機会の活性化。

 新市場：グリーン技術、製品、サービスへの需要刺激による新市場の創造。

 信認：政府の主要な環境問題対策の予測可能性及び安定性の強化による投資家の信認向上。

 安定性：公的支出の構成及び効率性の精査や汚染課金を通じた収入増などによる、マクロ経済条
件の一層の均衡化、資源価格ボラティリティ（乱高下）の低減、財政健全化の下支え。

グリーン成長は以下による成長へのマイナスリスクも低下させる。

 水不足や水質低下が生じた場合の資本集約型インフラ（脱塩機器など）整備の必要性など、投資
コストを高める資源のボトルネック。この点に関して、自然資本の喪失は、経済活動によって生み
出される利益を上回り、将来の成長の持続力を低下させる恐れがある。

 一部の漁業資源で生じているように、また、止むことのない気候変動による生物多様性の損失がも
たらすように、自然システムの不均衡も、より突発的かつ深刻で、極めて大きな影響をもたらし、取
り返しのつかないことになりかねない影響を生じさせるリスクを高める。潜在閾値を特定しようとす
る試みは、気候変動、地球規模の窒素循環、生物多様性の喪失といった、すでに潜在閾値を超え
ているものがあることを示唆している。
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（参考２）グリーン成長

OECD によるグリーン成長を把握する指標
のための枠組み

（出所）OECD (2011) Towards Green Growth 

日本の品目別環境物品輸出

（出所）日本経済研究センター（2012）「貿易自由化でグリーン成長の
後押しを」

（注）「光電性半導体デバイス」には、LEDや太陽光発電装置などが該当
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（参考３）省エネ投資と原単位の低減

15（出所）資源エネルギー庁「平成16年度エネルギーに関する年次報告」（エネルギー白書２００５）、
「平成22年度エネルギーに関する年次報告」（エネルギー白書２０１１）

省エネルギー投資額の推移 製造業のエネルギー消費原単位の推移

○製造業の省エネルギー投資は、80年代前半大きく拡大した後、80年代後半に減少。90年代前半に再び
拡大し、後半に減少。
○製造業のエネルギー原単位は70年代後半から80年代後半にかけて大幅に低下（エネルギー効率は向
上）、その後は概ね横ばい。

（注）エネルギー消費原単位は、製造業IIP（付加価値ウェイト）１単位当たりの最
終エネルギー消費量で、1993年を100とした場合の指数。


